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無料オンライン開催

お申し込み

報告概要

ＡＧＩ所員研究会

2026.

14:00-15:30
10/510/510/5 社会保障国民会議において、「給付付き税額控除」に代えて、

税額控除と組み合わせない「給付のみ方式」の採用が決定され

た。両者はいずれも「就労給付（in-work benefit）」に分類

される。本稿は、日本における就労給付導入の具体的手順を提

案する。

就労給付の第一の目的は、貧困率の引下げである。可処分所得

でみた日本の相対的貧困率はOECD加盟国中３番目に高く、若年

層の未婚率上昇や少子化を引き起こしやすい状況を作り出して

いる。高い貧困率の要因には、所得捕捉の精度が低いために、

国民年金保険料など高い社会保険料を低所得者にも課している

ことが挙げられる。

第二の目的は、危機時における低所得者支援体制の整備であ

る。コロナ禍では所得捕捉体制が不十分であったため、総額約

13兆円を投じて全国民に一律10万円を給付したが、完了までに

約4か月を要し、低所得者への重点化もできなかった。災害や

パンデミック、物価高騰などに備え、低所得者へ直接かつ迅速

に給付できる体制を平時から整えておく必要がある。

これらの目的を達成するためには、所得捕捉の精度向上が不可

欠である。就労給付の導入は、韓国等のようにデジタル技術を

活用して自営業者の所得捕捉を飛躍的に改善する好機と捉える

べきである。 本稿では、諸外国の所得捕捉手段を検討したう

えで、日本における所得捕捉体制の整備を示し、イスラエルや

韓国で行ったように、その整備段階に応じて就労給付の対象を

段階的に拡大する具体策を提案する。

メールでのお申し込みは、お名前とご所属を
office@agi.or.jpに送信してください。

締め切り：10月2日(金) 13時

前日までにご参加用のZoomリンクを
メールでお送りします。

使用言語：講演・資料ともに日本語

（Zoom）

研究員
紹  介

就労給付の導入と
所得捕捉の強化

下記QRコードよりお申し込みください。
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